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選手・マネージャーの皆さん、応援いただいた皆さん

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	
	守備位置
	氏　　名
	所　属
	
	守備位置
	氏　　名
	所　属

	１
	監　督
	郷古康浩
	保健福祉課
	１２
	外野手
	樋口大介
	保健福祉課

	２
	主　将
	兼平昌明
	産業課
	１３
	〃
	寺田洋康
	建設課

	３
	内野手
	大野圭一
	特別養護老人ホーム
	１４
	〃
	成田真浩
	社会教育課

	４
	〃
	高橋静夫
	総務課
	１５
	〃
	川口祥吾
	デイサービスセンター

	５
	〃
	青柳朋幸
	住民生活課
	１６
	〃
	上原　悟
	企画財政課

	６
	〃
	石川佳廉
	企画財政課
	１７
	〃
	田屋雄太郎
	保健福祉課

	７
	〃
	藤原勝美
	産業課
	１８
	マネージャー
	石下悠希
	総務課

	８
	〃
	菊池修一
	建設課
	１９
	
	渡部ゆかり
	保健福祉課

	９
	〃
	安瀬雅祥
	保健福祉課
	２０
	
	田古有沙
	産業課

	１０
	外野手
	谷口正樹
	社会教育課
	２１
	
	佐藤佳奈
	住民生活課

	１１
	〃
	松本龍馬
	企画財政課
	試合の詳細は次号でご報告します｡





５月13日、政府は、国家公務員給与について、「俸給・ボーナス支給額の１割をカットする」との給与引下げ提案を行いました。【前号のつづき】

	◎国公給与25年度末まで削減

片山総務大臣から、国家公務員給与引下げの具体的な提案のつづき。

（３）今回の給与引き下げについて、我が国は厳しい財政事情にあり、特に今般の東日本大震災への対処を考えれば、さらなる歳出削減は不可欠となっており、国家公務員の人件費についても例外ではないと考えていることから行うものである。

（４）このため、職員の皆さんの理解が得られるよう、話し合った上で、給与の引き下げを行うこととしたいと考えており、具体的には、平成25年度末までの間、俸給・ボーナス支給額の１割をカットすることを基本として、国家公務員の給与の引き下げを行うことについて、政府を代表して提案したい。

（５）今回の給与引き下げは、職員のみなさんには大きな痛みを伴う措置ではある。震災対応を含め、日夜公務に精励していただいている中、大変心苦しく思うが、ご理解いただき、ご協力をお願いしたいと考えている。

◎労働基本権回復の同時成立を
提案に対し、公務員連絡会は、次の通り要求し誠実に対応することを強く迫りました。

（１） 第１は、総務大臣の姿勢として、公務員連絡会と誠実な交渉・協議を行い、合意を前提に法案提出の約束をしてもらいたい。

（２）第２は、昨年の人事院勧告取扱いの閣議決定でも明確に指摘されているように、自律的労使関係制度の確立と労働基本権の回復を実現するための法案の国会提出、成立、施行を確実としなければならないということだ。したがって、仮にこの問題について合意した場合には、同日に法案を閣議決定、
	
	
	国会提出し、同時に成立させることを約束してもらいたい。

（３）第３に、地方公務員への影響の遮断について、地方交付税及び義務教育国庫負担金等の予算措置は、政府の責任として国家公務員の給与引下げとは関わりなく算定し、断じて削減等が行われることはないと理解する。（次号につづく）　　　【道本部ＨＰより】





































































































































































































２１日に大空町女満別球場で行われた自治労野球網走ブロック予選大会の１回戦、津別町職は、６対５で強豪・全道庁を制しＢブロック決勝に進出しました。


Ｂブロック決勝は２２日。昨年全道大会出場の網走市労連との対戦でしたが、同日程で重なった少年野球のため、豪腕の投手陣を欠く戦いとなり１３対０で５回コールド敗退に。引き続く３位決定戦は、これまた昨年全道大会出場の大空町職との対戦で、気持ちは奮起するものの、連戦の疲れが大きく響き、２７対１、９０分時間切れで敗れました。


予選大会の結果、網走地方本部大会には、網走市労連と美幌町職が出場します。
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連合北海道・非正規労働センターは、官製ワーキングプア解消、公契約条例制定に向けて、労働相談が多い業種に絞りアンケート調査を実施しています。�　第１弾として、道立高校約150校に出店している売店に勤務されている方々に調査を実施しました。　


回答の多くが、雇用契約書を交わしていない、また勤務内容が不明確のため北海道最低賃金抵触の疑いが浮き彫りになりました。


一方、この調査には、経営者からも意見をいただきました。「生徒の購買動向・嗜好の多様化や近隣小売店舗の拡充などで売り上げが激減」「学校に支払う使用料が経営の大きな負担となり継続して出店するのが難しい」などの意見がありました。


連合北海道は、官製ワーキングプア解消、公契約条例制定に向けて、関係機関と連携し問題解決をしていきます。　


【連合北海道ＨＰより】

















津別町でも二つの団体が助成をいただきました


・2009年度　津別町手をつなぐ育成会　（会長　新鞍忠信さん）


